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〈要  約〉

 本 稿 では機 能 子会社 に対 す るバ ランス ト ・ス コアカー ドの 適用 につ い て,パ イオニ ア シェアー ド

サ ー ビス㈱ の ケー ス を検討 しつつ考 察 してい る。 企業 グルー プ を構 成 す る子会社 はそ の役 割 か ら事

業 子会社 と機 能 子会社 に大 別 で き るが,機 能 子会 社 は グルー プ外部 の企業 か ら収益 を獲得 す るこ と

よ りは,グ ルー プ内部 の企 業 に経理 や 人事,総 務 な どの本 社 管理部 門が提供 す るの と同様 の サー ビ

ス を提 供 す る こ とを主 た る 目的 とす る会 社 で あ る。機 能 子会 社 は単 体 で は通 常 プ ロフ ィ ッ トセ ン

ター と され るが,グ ルー プ連結 管理 では その役割 か らコス トセ ンター と して位 置づ け るのが 妥 当で

あ る点 にマ ネ ジメ ン ト上 の難 しさが存在 す る。 さ らに,機 能 子会 社 は コス ト削減 と業 務 品質 の向上

とい う トレー ド ・オ フの関係 にあ る 目標 を同時 に達 成 す るこ とを求 め られ るが,そ の達成 に は,財

務 の視 点 だけ で はな く,顧 客,業 務 プ ロセ ス,学 習 と成長 とい う複合 的 な視 点 につ いて評 価指 標 を

持 つ バ ラン ス ト ・ス コア カー ドに よ るマ ネ ジ メ ン トが 有 用 で あ る。 ま た,パ イオ ニ ア シ ェアー ド

サー ビスの よ うに,通 常 設 け られ る4つ の視 点 のほか に連 結本社 の視 点 を設け るこ とで,機 能 子会

社 の グル ープ経 営 にお け る位 置づ け を,グ ループ会 社,特 に グルー プ本 社 にア ピー ルす るこ とが で

きる。

〈 キ・一 ワー ド〉

 機能 子会 社,バ ラ ンス ト ・ス コアカー ド,シ ェアー ドサ ー ビス,

㈱,連 結本 社 の視 点,コ ス ト削減,業 務 品質 の 向上

パ イオ ニア シェアー ドサー ビス

1.問 題の所在

 近 年,バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カー ドを 導 入 す る 日本 企 業 が 増 加 して お り,リ コー,宝 酒 造,日 本

フ ィ リップ ス,両 毛 シ ス テ ム ズ,富 士 ゼ ロ ッ クス,関 西 電 力 な ど の事 例 が 報 告 さ れ て い る （伊 藤 ・

清水 ・長谷 川[2001],櫻 井[2003]） 。 バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドを導 入 す る こ と で戦 略 を具 体 的 な実

* 本報告は慶應義塾学事振興資金 （2002年度）の補助を受けた研究成果であり,同 資金に感謝致 しま

す。
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行活動に展開することが期待 されることや,日 本経営品質賞にもとつ いた業務評価 ・改善活動 との

整合性が高 く,そ のような会社では導入が比較的容易であることなどが,バ ランス ト・スコアカー

ドの 日本企業への導入を促進 していると思われる。

 バランス ト・スコアカー ドは,通 常,事 業部 レベルで導入されることが考えられている。この場

合,経 理部や人事部などのいわゆる本社管理部門へ もバ ランス ト・スコアカー ドを導入するか否か,

導入するならばどのような ものとするかが問題 となる。 また,グ ループ経営の重要性 を考 えると,

子会社 などのグループ企業も,当 然バランス ト・スコアカー ドを用いた管理の対象 として考 えられ

るべ きである。

 子会社は,大 きく事業子会社 と機能子会社に分けることができる。機能子会社は,企 業 グループ

の中で本社管理部門と同等の役割 を担 うことを期待された,同 一企業 グループに属す る独立子会社

である。機能子会社の目的は,グ ループ外部の企業か ら収益を獲得することではなく,グ ループ内

部の会社に良質 で安価なサービスを提供す ることである。本稿では,バ ランス ト・スコアカー ドを

用いたグループ経営管理の試みの一つ として,機 能子会社へのバ ランス ト・スコアカー ドの適用っ

いて,パ イオニアシェアー ドサー ビス㈱のケースを検討 しつつ考察する。

II.機 能 子会社 とは

（1）事業子会社 と機能子会社

 ここで,機 能子会社について簡単に説明してお くことにする。本稿 では,企 業グループを構成す

る子会社 を,そ の役割から事業子会社 と機能子会社に大別 している。このうち,事 業子会社 は収益

事業を主たる目的 とす る会社であ り,分 社化 されなければグループ本社の事業部 （またはその一部）

を構成す る組織 として位置づけることができるような会社 であると定義す る。製造業であれば製造

機能 と販売機能を持ち自社 で製造 した製品をグループ外部の企業に販売す る,サ ー ビス業であれば

自社のサー ビス業務 をグループ外部の企業に提供 （販売）するのが,事 業子会社 の役割である。事

業子会社はグループ外部の企業 と取引を行 う割合が比較的高 く,そ の場合にはグループ連結収益は

増加することになる。

 それに対 して,機 能子会社 を,グ ループ外部の企業から収益 を獲得することよりは,グ ループ内

部の企業に本社管理部門が提供す るの と同様のサー ビスを提供することを主たる目的 とする会社で

あると本稿では定義す る。たとえば,経 理や人事,総 務などの機能 をグループ本社か ら切 り出して

分社化 したケースが相当する。本社から分社 した機能子会社 は,グ ループ本社の業務だけではな く,

グループに属するその他の会社の管理業務 も徐々に請負うようになるのが一般的である。

 このような機能子会社の設立は,グ ループ内の間接業務 を一 ヶ所に集めて規模の経済によるコス

ト低減を追求する,分 社化することで従業員のコス ト意識を高め る,分 社に転籍させ ることで賃金
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       1）水準を低下
させ る,提 供するサー ビスを対価 を伴 う取引とすることで業務品質の向上 を従業員に意

識 させる,な どのさまざまな目的を持ち,個 々のケースによりこのうちのい くつかの目的が選択さ

れている。

 本稿 で定義 した事業子会社 と機能子会社の会計上の違いは,事 業子会社が グループ外の企業 とも

取引をすることで連結収益 に追加的な収益 をプラスす ることが多いのに対 して,機 能子会社は グ

ループ内部の企業を主な取引先 とするために連結収益にはほ とんど影響を与えないことである。 も

ちろん機能子会社 も余剰能力を持つ場合にはサービスをグループ会社の外部に提供す ることもでき

る。 しか し,余 剰能力の欠如や価格競争力の関係か らグループ外部 との取引を獲得す ることは困難

を伴い,多 くの機能子会社 ではその売上の大部分がグループ内部に向けたものである。本論文では

機能子会社がグループ外部へのサー ビスの提供 （販売）をほとん どしていない状況 を前提 として,
           2）
これ以降の論 旨を展開す る。

（2） シェアー ドサービスと機能子会社

 近年,シ ェアー ドサー ビスを分社化により導入する企業が増えたことで,機 能子会社の管理が注

目されている。シェアー ドサービス とは,社 内または企業グループ内で分散 して行 われている業務

澗 接業務である場合が多い）を,① ある社内部門または子会社に集中 し,② 業務 の見直しを行 って,

③標準化 し,処 理 を行 うというマネジメン トの手法である。シェアー ドサー ビスを実施する組織 を

シェアー ドサービスセンター （SSC）と言 うが,本 社 の一部 門をSSCと す るタイプA） と,子 会

社 をSSCと するタイプB） が基本的な形態である。 シェアー ドサー ビスが対象 とする業務は,経

理,人 事 などの間接業務であ り,し たがってタイプB） の形態であるシェアー ドサービス子会社は

機能子会社 として位置づけることができる。ただし機能子会社 であった としても,シ ェアー ドサー

ビスの定義 で示 した①～③ を満 たさないものは,シ ェアー ドサービス子会社 とは言えない点は注意

を要す る。

1） 社 員 の身分 に関 しては,出 向の まま転籍 させ な い会 社 も当然存在 す る。

2） 機 能子 会社 の一種 であ る シェアー ドサ ー ビス会社 では,最 終 的 な 目標 をサー ビスの外販 に向け て い

 る場合 もあ るが,そ れに成 功 して い る企 業 は少 な い。 グルー プ 内部 へ の業務 の提 供 は シェ アー ドサー

 ビス をマ ネ ジ メン トの手法 と して用 い るの に対 して,グ ルー プ外部 へ の業務 の提 供 は シェア ー ドサー

 ビス をビ ジネス モデ ル と して用 い る もので あ り,こ の違 い を設立 時に きちん と認識 して おか な い と,

 後 で シェアー ドサ ー ビス子 会社 が苦 労す るこ とにな る。 園 田 （[2003d]pp.46-47） で指 摘 した よ うに,

 応用 的 な形 態 で あ る タイプC） （グルー プ が異 な る数 社 に よ る シェアー ドサー ビス） の形 態 は,よ り

 大 きな規模 の経済 が働 くため に,ビ ジネス モデ ル と して利 用 す るのに望 ま しいシ ェアー ドサ ー ビスセ

 ンター の形態 で あ る。
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III.機 能子会社 に対す るバ ランス ト ・ス コア カー ドの適用

（1）機能子会社のマネジメン ト

 このような機能子会社は,グ ループ本社の管理部門が行 う業務 と同 じサー ビスをグループ会社に

提供 してお り,グ ループ連結管理の観点か らは,そ れをグループ各社が独 自に行 うのか,機 能子会

社で行 うのかという実施場所の違いに過 ぎない。また,本 稿では,グ ループ外部の企業にほとんど

サー ビスの提供 をしていない機能子会社 を議論の前提 としている。 このような場合には,子 会社 と

いう形態ではあるが,コ ス トセンター として機能子会社 を位置づけることがグループ連結管理上は

妥当である。

 連結会計上は,グ ループ間の取引は相殺消去される。つ まり,機 能子会社の売上高 （収益）と,

グループ会社の業務委託手数料 （費用）は同額 であ り,同 じ企業グループ内の内部取引 として認識

されるために,連 結会計上は取引がなかったもの として相殺消去 されるのである。 したがって,機

能子会社へ与えられる会計的なミッションは,い かに業務 コス トを低減させ,取 引価格 を引 き下げ

るのか という点に集約されることになる。

 また,グ ループ外の企業がグループ会社よ りも有利な条件で取引を申し込んだ としても,機 能子

会社はグループ会社に対する業務に優先 してそれらの業務 を受託することは原則 としてできない。

それは,グ ループ外部の企業 と取引をすることで追加的な連結利益 を獲得することよりは,グ ルー

プ内部の企業に対 して各企業の本社部門が提供 していたの と同じサービスを提供す るという役割が,

機能子会社に ミッションとして与 えられているからである。

 このように,子 会社 とい う形態から単独で見ればプロフィットセンターなのであるが,グ ループ

連結管理 という観点か ら見るとコス トセンターとして位置づけ ることが妥当である点に,機 能子会

社 をマネジメン トする難しさが存在する。すなわち,子 会社 という独立 した法人ではあ りなが ら,

機能子会社にはグループの全体最適の視点での行動が求め られ,部 分最適化 を目指 した機会主義的

な行動は許 されない。 しか し,そ のことはまた,機 能子会社の飛躍的な成長を許さないメカニズム

を内包 していることをも意味 している。たとえば,機 能子会社が行 ったコス ト削減の成果が,取 引

価格の引下げとしてグループ会社にすべて還元されてしまうと,機 能子会社はコス トを下げた分売

上高も小さ くな り,努 力すればす るほど売上高が減るとい う奇妙な現象が生 じて しまう。 したがっ

て,成 長性以外の指標 を用いて機能子会社の従業員のヤル気 をいかにして維持するかが大きな課題

となるが,貢 献がある従業貝の給与アップは同時にコス トア ップを意味す るために,業 績給の導入

も難しいなど,対 応には機能子会社各社が苦慮しているのが現状である。

 また,機 能子会社だけではなくサービスを享受するグループ会社 も部分最適化を目指 した機会主

義的な行動 を取 りうるが,そ れ も阻止 しな くてはならない。たとえば,機 能子会社のコス トには埋
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没原価が含 まれているために,グ ループ会杜が機能子会社 に対 して,グ ループ外部のアウ トソーシ

ング会社 と同様の レベルにまで価格の引下げを求め ることは好 ましいことではない。 また,機 能子

会社 との取引価格 を小 さくすればするほど,グ ループ各社 の利益は増加するが,機 能子会社の利益

が同額だけ縮小す るので,グ ループ連結会計上はプ ラスマイナスがゼロにな り意味がない行為であ

る。そればか りか,先 に述べたようなモチベーションの問題や,コ ス ト割れに伴 う業務品質の低下

など,会 計以外の面で全体最適 を損なう結果 となる。

（2）機能子会社に対するバ ランス ト・スコアカー ドの適用

 機能子会社には,コ ス ト削減だけではな く,業 務品質の向上 も当然求められる。分社化す ること

で従業員のコス ト意識 を高め るだけではな く,業 務 を他社 に販売することで業務品質に対す る甘 え

をなくすことは,機 能子会社 を設立する目的の うちの1つ とされることが多い。 しか し,業 務品質

の向上 とコス ト削減はしば しば トレー ド・オフの関係にあり,ど ちらか を達成す るとどちらかが悪

化するという状態に陥 りやすい。た とえば,業 務品質 を向上 させ るために作業時間を増加す ると,

残業や新規雇用によりコス トが増加 してしまう。逆にコス トを削減するために業務一単位 あた りの

作業時間を短縮す ると,疲 れや不注意によるミスなどで業務品質が低下する恐れがある。このよう

に,機 能子会社 ではグループ本社の管理部門 と同様に,コ ス トと業務品質 を同時に効果的にマネジ

メン トしな くてはならないという課題が存在する。 もちろん製造部門でも同様な課題は存在す るし,

それに対 してさまざまな手法がすでに対応策 として取 り入れられている。しか し,機 能子会社で行

われている活動の性質が製造部門とは異なることから,単 純に製造部門で行われているマネジメン

ト手法 を適用することもできず,こ の課題に対 して有効 なマネジメン ト手法の導入が機能子会社 で

は望まれているのである。

 このような問題 を解決する1つ の方策 として,本 稿では機能子会社へのバランス ト・スコアカー

ドの導入 を検討す る。バランス ト・スコアカー ドは,戦 略 を具体的な実行活動に展開するための戦

略的マネジメン トの手法である。そのために,財 務,顧 客,業 務プロセス,学 習と成長 という4つ

の視 点に戦略を転換 し,個 々の視点ごとに目標,先 行指標,事 後指標などを設定す る。バ ランス

ト・スコアカー ドでは,視 点聞の相関関係だけではな く,視 点ごとに設定 された指標間の相関関係

を十分に検討する必要がある。 このようにバランス ト・スコアカー ドでは,財 務的視点だけではな

く,顧 客,社 内業務プロセス,学 習 と成長 とい う複合的な視点から総合的なマネジメン トを実施す

ることが可能である。
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lV. BSCの 適用事例  パ イオニア シェアー ドサー ビス㈱ のケー ス

（1） パ イ オ ニ ア シ ェ アー ドサ ー ビ ス㈱ の 概 要

 本 論 文 で は,機 能 子 会 社 に バ ラ ン ス ト ・ス コア カ ー ドを適 用 し た事 例 と して,パ イ オ ニ ア シ ェ

ア ー ドサ ー ビ ス㈱ を取 り上 げ る こ とにす る。 パ イ オ ニ ア シ ェ ア ー ドサ ー ビ ス㈱ は,パ イ オ ニ ア ㈱ の

100%子 会 社 で あ り,1994年4月 にパ イ オ ニ ア ロ ジ ス テ ィ クス ㈱ と し て 設 立 さ れ,2000年4月 に パ

                    4）

イ オニ ア シ ェ アー ドサ ー ビ ス㈱ に社 名 変 更 し た。

 同 社 の ミッ シ ョン は,「 パ イ オ ニ ア グル ー プ の 間 接 業 務 を集 約 ・共 通 化 し,卓 越 し た業 務 プ ロセ ス

に よ る質 の 高 いサ ー ビス を継 続 して 提 供 す る こ とで あ る。 す な わ ち シ ェ ア ー ドサ ー ビ ス の確 立 に よ

り連 結 業 績 へ 貢 献 す る こ とで あ る。」 （丹 野[2003]p.376） と説 明 され る。 この よ う に 同社 は 「専 門

的 知 識 を駆 使 し,各 カ ンパ ニ ー,間 接 部 門 お よ び一 部 関 係 会 社 の 支 援 を行 う」 と定 義 さ れ る,パ イ

オ ニ ア グ ル ー プ 内 の 業務 支 援 機 能 を担 っ て お り （同社 資料 よ り）,4つ の 事 業 組 織 の うち,経 理 業 務

部,情 報 シス テ ム部,人 事 ・給 与 チ ー ム の3つ の組 織 で は戦 術 的 な プ ラ ンニ ン グ と オペ レ ー シ ョン

を担 当 して い る。 た だ し,ロ ジス テ ィ クス事 業 部 に 関 して は,こ れ らの 機 能 だ け で は な く戦 略 的 な

プ ラ ン ニ ン グ に 関 す る上 位 機 能 も保 有 して お り,こ の 点 が 同社 の 強 み と な っ て い る。

 な お,外 販 は 行 っ て い な い が,グ ル ー プ 連 結 管 理 上 の 位 置 づ け は と もか く と して,パ イ オ ニ ア

シ ェ アー ドサ ー ビ ス 単 体 と して は プ ロ フ ィ ッ トセ ン ター と して 管 理 を行 っ て い る。 プ ロ フ ィ ッ トセ

ン ター とす る こ とで,社 員 の コス ト削 減 に 向 け た努 力 を利 益 額 とい う尺 度 で 測 定 し,社 員 の モ チ

ベ ー シ ョ ン を 向上 させ る こ とが で きる とい うメ リ ッ トが あ る。 さ らに,獲 得 した 利 益 は すべ て 取 引

価 格 の 引 き下 げ の 原 資 とさ れ るの で は な く,グ ル ー プ 内 の シ ェ アー ドサ ー ビス化 推 進 の た め の 再 投

資 に も向 け られ て い る。

（2） パ イ オ ニ ア グ ルー プ 各 組 織 の バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ド間 の 関 係

 パ イ オ ニ ア シ ェ ア ー ドサ ー ビス ㈱ で は バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドを2001年4月 よ り導 入 して い る

が （丹 野[2003]p.387）,大 きな 抵 抗 が な くス ム ー ズ に 導 入 さ れ,今 日 ま で 改 良 を加 え な が ら着 実

な 運 営 を行 っ て お り,バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドの 導 入 に 成 功 した事 例 と して考 え る こ とが で き る。

3） パ イオニ ア シェアー ドサ ー ビ ス㈱ の事例 に関 して は,2003年11月26日 に同社 で行 った イン タ ビュー

 調査 お よび 同社 作 成 資料 に も とつ いて い る。 経営 統 括 グルー プゼ ネ ラル マネー ジャー方 京裕 樹 氏お よ

 び経 理業務 部 ゼ ネ ラル マ ネー ジ ャー兼SSC推 進 室長 の 丹 野和 明 氏 を始 め と して イ ン タ ビュー に協 力

 して頂 いた 同社 の方 々に感 謝致 し ます。

4） シ ェアー ドサー ビス子会 社 の設 立経緯 は,① シ ェアー ドサ ー ビ ス導 入 時 に新 設会 社 と して シェ アー

 ドサ ー ビス子会 社 を設立す るケー ス,② す でに 存在 す る子会社 を シェアー ドサー ビス 子会社 に移 行 す

 るケー ス,③ タ イプA） の形 態 を経 て タイプB） の形 態 に移行 す るケー ス の3種 類 が あ るが （園 田

 [2003b]p.8）,同 社 は この うち② のケー ス にあ ては まる。
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同社 で は,企 業 全 体 の バ ラ ン ス ト ・界 コ ア カ ー ドの ほ か に,経 理 業 務 部,ロ ジ ス テ ィ クス 事 業 部,

情 報 シ ス テ ム 部,人 事 ・給 与 チ ー ム の4つ の 事 業 組 織 と経 営 統 括 グ ル ー プ でバ ラ ン ス ト・ス コア カ ー

ドを作 成 して い る。 グ ルー プ 本 社 で あ るパ イ オ ニ ア ㈱ で は,パ イ オ ニ ア グ ル ー プ 全 体 の バ ラ ン ス

ト ・ス コア カ ー ドに 基づ い て各 カ ンパ ニー の バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドを作 成 して い る。 パ イ オ ニ

ア シ ェ アー ドサ ー ビス が 作 成 す る各 種 のバ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ドも,こ の パ イ オ ニ ア グ ルー プ 全

体 の バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドを前 提 と して 作 成 さ れ て お り,そ の 関 係 を図 示 した もの が 図 表1で

あ る。

 パ イ オ ニ ア グ ルー プ で は,グ ル ー プ 本 社 が グル ー プ 戦 略 を策 定 し,そ れ に も とつ い て グ ル ー プ 会

社 が そ れ ぞ れ の 戦 略 を策 定 す る。 グ ルー プ会 社 の 各 部 門 は,各 社 の 戦 略 に も とつ い て 部 門 内 活 動 計

画 を策 定 す る。 こ の よ うに,バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドが 前 提 とす る戦 略 は,組 織 の 階 層 に応 じて

関連 性 を も って 設 定 され て い る。 さ ら に,各 組 織 は 上 位 組 織 とNIGIRIと 称 す る契 約 を設 定 す る。

NIGIRIと は,下 位 組 織 が 上 位 組 織 に対 して 目標 とす る指 標 の達 成 を約 束 す る こ と で あ り,パ イ オ

ニ ア シ ェ ア ー ドサ ー ビス で はバ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドの 指 標 か ら2項 目 を選 択 してNIGIRIを 実

施 し て い る。

（3） パ イ オニ ア シェ ア ー ドサ ー ビ ス の バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ド

 ① 運 用 方 法 の 特 徴

 図 表2は パ イ オニ ア シ ェ アー ドサ ー ビ ス の全 社 的 な バ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドで あ る。 各 視 点 を,

戦 略 目標,重 要 成 功 要 因,評 価 指 標 （実 績 値 と目標 値 ） に 展 開 し て い る の が わ か る。 パ イ オ ニ ア

シ ェ ア ー ドサ ー ビ ス のバ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ドの 運 用 の 仕 方 に は 以 下 の よ う な特 徴 が あ る。

 1） 月次 の マ ネ ー ジ ャ ー 会 議 で各 部 門 の実 績 値 を報 告 し て い る。 さ らに毎 年5月 に 前 年 度 の実 績
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図表2 パ イオ ニア シ ェア ー ドサ ー ビスの全 社 的 なバ ラ ンス ト ・ス コア カー ド

視点 戦略 目標 重要成功要因 評価指標
実績値 目標値

FYO3 FYO4 FYO5 FYO6

連結

本社

顧客価値の最大化 と

連結業績への貢献

連結業績への貢献 連結評価点数 × ×点

経営品質向上 PQAセ ルフアセスメント評価点数 × ×点

財務

適 正 利 潤確 保 ・

キ ャ ッ シュ フ ロー の

適 正 化

キ ャ ッシュ フ ロー 適 正 化 大型投資案件の3年 内回収率 XX

売上 ・利益確保
営業利益率 XX%

新規サービス・新規顧客売上高 ×億円

顧客
顧客の利益 向上へ貢

献す る

顧客 の利益向上へ

貢献す る

提供サー ビスに対す る

顧客の満足度

満 足 ：×%

不満 ：×%

業
務
プ
ロ
セ
ス

卓越 した業務 プロセ

ス を確立 し,市 場競

争力のあるサービス

を提供す る

QCDの 向上

（コス ト低減）

生産1生向上率
前年 ×%

 UP

請求金額削減額 （金額） × ×億 円

QCDの 向上

（品質 向上）

各部主要業務 ミス率 （%）一

各部 門の計画達成率
XX

リスク未然防止策カバー率 （%） XX%

QCDの 向上 （スピード向上） 各部の計画達成率 XX

業務基盤の強化 各部の計画達成率 × ×%

業務標準化 各部の計画達成率 XX%

Pグループ内の業務集中化 各部の計画達成率 XX%

新規サー ビスの

創造 ・提供

新規サー ビス提供件数*1 XX%

新規顧客獲得件数*1 XX%

顧客の意見 ・要望 の

分析 と解決策策定

顧客の意見・要望への対応率*1 XX%

解決策策定件数*1 XX%

パー トナー との協 力関係

強化

改善提案件数*1 XX%

要求要件達成率*' XX%

学
習
と
成
長

や る気のある有能 な

スタッフ （考 え,工

夫 し,行 動 す る社

員） を増や し,活 躍

の場 を与 える

      '

活力あ る組織風土の醸成

ES調 査に よる満足度
ポジ ：×%

ネ ガ ：×%

改善実績報告数 （件数） × ×件

スキルインベントリー能力UP率 XX%

教育制度利用者数*1 XX%

個人別教育計画実施率*i XX%

顧客 との戦略 ・情報共有
既存顧客との会議計画達成率*1 ×回/×%

潜在顧客訪 問計画達成率*1 XX%

ビ ジ ョン ・経 営 目標 の

理 解 ・浸透

社員の ビジ ョン ・経営 目標

の理解 浸透度 （%）

ポ ジ ：×%

ネ ガ ：×%

幹部社員 の現場訪問回数*1 XX

ランチョンミーティング出席人員数*1 XX%

経営方針説明パー トナー数*1 ×社/×%

経営方針へ の共感度*1 XX%

*1 各部の計画達成率 を評価指標 としている （出所 ：同社資料）
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  値について報告 と総括 を行 っている。

 2） バランス ト・スコアカー ドで設定 した目標値 を,各 事業組織内のチームに目標展開してお り,

  さらにそのうちの一部については個人目標にまで落 とし込んでいる。個人 目標の うちの5～6

  個にっいては給与に反映されるが,そ の中の1つ はバ ランス ト・スコアカー ドの指標 を選択す

  るようにしている。

 ② 導入が成功 した理由

 バ イオニアシェアー ドサービスでバ ランス ト・スコアカー ドの導入が成功 した理由 として以下の

3点 を示すことができる。

 1） グループ本社の トップマネジメン トがグループでバ ランス ト・スコアカー ドを導入するとい

  う強い意思 を持っていた。

 2） 日本経営品質賞のアセスメン ト基準 とバ ランス ト・スコアカー ドの4つ の視点の類似性は指

  摘 されているが （伊藤[2003]p.40）,パ イオニアグループでは4年 間にわた りパイオニア経営

  品質報告書 を作成 しているので,そ れ と類似 したバ ランス ト・スコアカー ドの作成 と導入に抵

  抗が少な く,ま た評価の仕組ができていた。

 3） グループ会社に対す る社 内CS調 査,従 業員満足度調査,顧 客満足度調査な どを実施 してい
                       5）
  たことか ら,顧 客の視点の導入に抵抗がなかった。

 ③ バランス ト・スコアカー ド導入に伴 う課題

 その一方で,バ ランス ト・スコアカー ドによるマネジメン トに関して,以 下の課題が社 内的に指

摘 されている （同杜資料より）。

 1） 一部の社員だけでバランス ト・スコアカー ドを作成しているので,幅 広い社員の参画が望 ま

  しい。

 2） 重要成功要因間の因果関係の確認 と絞込みが必要である。

 3） 予算 との連動性の確保。

 4） 活動計画や 目標値 を月次で設定する。

 5） 適切な業績評価指標の設定 と,そ の定義 と算出方法の明確化。

 重要成功要因の絞込みに関 しては,確 かに業務プ ロセスと学習 と成長の2つ の視点で設置 された

指標の数が,そ れぞれ14個 と12個で若干数が多 くなっている。その一方で,顧 客の視点に関す る指

標が顧客満足度 しかな く,他 の視点 との因果関係をうまく説明しきれているか疑問が残る。 さらに,

経営統括グループのバ ランス ト・スコアカー ドを除き,先 行指標 （パフォーマンスドライバー）と事後

指標が混在 してお り整理 されていないことなども今後の課題 として指摘す ることができるであろう。

5）CS経 営 の重 視 を 明確 に 意 識 した の は1997年10月 以 降 で あ る （丹 野[2003]p.377） 。 パ イ オ ニ ア

 シェアー ドサー ビス では,2002年 度 のパ イ オニ ア経営 品質 賞 の評価 でCS賞 を受 賞 して い る （同書,

 p.387）o
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V.機 能子会社へのBSC適 用に関する考察

（1） コス ト低減 と業務 品質の向上の達成

 ここで,パ イオニアシェアー ドサービスのバ ランス ト・スコアカー ドを,機 能子会社への適用 と

いう観点か ら改めて検討 してみよう。先に,機 能子会社のマネジメン トの特徴のうちの1つ として,

コス ト低減が会計上の目的 とされる一方で業務品質を向上 させな くてはならず,両 者を同時に効果

的にマネジメントすることが難 しい,と いう点を指摘 した。バランス ト・スコアカー ドは,財 務の

視点だけではな く,そ の他に3つ の視点に関して評価指標を設定する。特に,顧 客 と内部業務プロ

セスの視点からは,コ ス トだけではな く業務品質の向上が目標 とされるので,そ れらに適切 な指標

を設定することで,コ ス ト低減 と業務品質の効果的な管理 を同時に達成す ることが期待できる。パ

イオニアシェアー ドサー ビスでは,請 求金額削減額 というコス ト低減に関す る指標に加えて,こ れ

らの指標 として生産性向上率や各部主要業務 ミス率などを指標 として設定 してお り,両 者の同時的

達成 を意識 していることがわかる。

（2）顧客の明確化

 機能子会社や本社部門に とっては,外 部顧客が直接の顧客ではないために,誰 が顧客であるのか

を定義するのが難 しい。企業全体の顧客を考 えるときは,当 然のように外部顧客 を考えるが,機 能

子会社や本社部門がサー ビスを提供するのは通常は企業 グループ内部に対 してである。そのため,

内部顧客へのサービスを向上させ ることで,そ の内部顧客が外部の顧客に提供するサー ビスを間接

的に向上させ るとか,機 能子会社や本社部門も内部にばか り意識 を向けないで,直 接の顧客ではな

いが外部顧客 を意識 した行動をとるべ きであるなど,外 部顧客 と関連づけ るために回りくどい説明

が されることが常であった。

 それに対 して,パ イオニア経営品質報告書に加 えてバ ランス ト・スコアカー ドを作成することに

よ り,パ イオニアシェー ドサービスの顧客が,外 部顧客ではな く内部顧客であることを再認識 し,

活動の焦点を明確にす ることができた点は,機 能子会社の運営を考 えるときに大 きな意味があると

考える。

（3）連結本社の視点の設定

 パイオニアシェアー ドサー ビスのバ ランス ト・スコアカー ドには,通 常設定 される,財 務,顧 客,

業務プロセス,学 習 と成長 とい う4つ の視点に加 えて 「連結本社の視点」が設定 されている。パイ

オニア本社 との関係性を重視する姿勢は,バ ランス ト・スコアカー ドだけではな く,そ の前提 とな

る戦略マップでも連結本社の視点が最上位に置かれ,そ の達成に至 る道筋が示 されていることから
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も明 らかである。

 この連結本社の視点 をお くこ とは,パ イオニアグループ本社の方針ではな く,パ イオニアシェ

アー ドサービスのオ リジナルの工夫である。このバランス ト・スコアカー ドはグループ本社 に提出

され るので,グ ループ本社 もこれらの数値 を見ることで,パ イオニアシェアー ドサー ビスの連結 グ

ループに対する貢献度を知ることができる。

 連結本社 の視 点では,① 連結評価点数 （100点満点） と②PQAセ ルフアセスメン ト評価 点数
     6）
（1,000点満点）という総合的な指標が事後指標 として用いられているが,連 結評価点数の内訳には

コス ト削減効果に関する項 目も含 まれてお り,同 社のグループ経営における役割を測定するには適

した指標であると考えられる。今後は,上 記の2つ の指標のほかにも,グ ループ会社へのシェアー
        7）
ドサー ビス導入割合 を指標 として加 えるなど,同 社のグループ経営における使命をより鮮明にする

ことも必要であると思われる。

VI.連 結本社 の視点の重要性 とその拡張

.（1） 連結本社の視点の重要i生

 機能子会社のバランス ト・スコアカー ドに連結本社の視点を加えることは,会 計上の目的の相違

からグループ本社 と機能子会社の間に生 じるコンフリクトを解消するのに役立つ という重要なメッ

リトがある。

 もし機能子会社が利益獲得 を目指 して行動 したとす ると,グ ループ各社は自社 でその管理業務 を

実施 していた ときよ りもより多 くのコス トを支払わなければならな くなる可能性があるが,そ の場

合にはグループ各社は自社 内に管理機能を持 っていたほうがよい。 このため,機 能子会社 はグルー

プ会社 との取引か ら多大な利益 を計上するように価格 を設定す ることはできないし,も ともとある

レベル以上の利益を獲得することは機能子会社には求められていない。さらに取引先のグループ各

社は,機 能子会社 に対 して取引価格の引 き下げを求め る傾向にある。その一方で,社 員のモチベー

ションの観点からは,最 低限の利益の獲得で満足するのではな く,よ り多 くの利益の獲得 を目標 と

するほ うが 自然である。また,コ ス ト削減だけではな く業務 品質の向上 も目指 さなくてはならない

が,そ のための原資 も確保 しなくてはならない。

6）PQAと はPioneer Quality Award（ パ イオ ニア経 営 品質賞 ） の略語 で あ る。

7） 同社 資料 に よ る と以下 の よ うに ミッシ ョンが 定め られて お り,（1） よ りグルー プ企業 の シ ェアー ド

 サ ー ビスへ の参 加 が同社 の重 要 な ミッシ ョンであ る こ とが わか る。

シ ェアー ドサー ビスの確 立 に よ り,連 結業 績 の向上 に 貢献 します。

 （1）パ イ オニア グルー プ の間接 業務 を集約 ・共 通化 し,卓 越 した業務 プ ロセ ス を確 立す る。

 （2）顧客 の視 点 で質 の高 いサ ー ビス を継続 して提 供 す る。
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 ここで述べ たことは,機 能子会社 として分類 され るシェアー ドサー ビス子会社 に関 して園田

（[2003a]pp.186-187） で指摘 したが,そ こでは,こ の問題 を解決する1つ の方法 として非財務的尺
        8）
度の利用を提示 した。非財務的尺度 を利用す ることで,コ ス トに関する指標の達成度だけではな く,

業務品質に関連 した非財務的指標の達成度をグループ会社 にア ピー一ルし,サ ー ビスを利用す るグ

ループ会社の意識を取引価格以外に向けることで,あ る程度この問題に対応す ることが可能である。

バランス ト・スコアカー ドには非財務的指標が多 く含まれてお り,バ ランス ト・スコアカー ドを利

用す ることがこの問題の解決に有用であることは明らかである。

 それに加えて,機 能子会社のバランス ト・スコアカー ドに連結本社の視点 を置 くパイオニアシェ

アー ドサービスの工夫は大 きな参考になる。確かに連結本社の視点の評価指標である連結評価点数

の内訳には コス ト削減効果が含まれているが,同 時にPQAセ ルフアセスメン ト評価点数 を業績指

標 として加えることで,バ イオニアシェアー ドサービスの業務 品質の向上がパイオニアグループ全

体 に貢献 していることを,具 体的な数値 でアピールできることは大 きな意味を持 っている。

（2） 連 結 本 社 の 視 点 の 拡 張

 こ の よ う に,連 結 本 社 の視 点 をバ ラ ン ス ト ・ス コア カー ドに 設 け る こ とで,機 能 子 会 社 は 自 ら の

存 在 価 値 を,グ ル ー プ 全 体 に 対 して よ り明 示 的 に 示 す こ とが で きる。 こ こ で は,そ れ と同様 の効 果

を表 す こ とが で き る類 似 した2つ の方 法 につ い て 述 べ る こ とに す る。

 第1は,リ ン ケ ー ジ ・ス コア カー ドの 作 成 で あ る。 こ こ まで 述 べ て き たバ ラ ンス ト ・ス コア カー

ドは機 能 子 会 社 自体 の バ ラ ンス ト ・ス コ ア カー ドに つ い て で あ っ た が,Kaplan・Norton（[2001]

                                   9）

pp.191-196） で は そ れ とは 別 に リン ケー ジ ・ス コア カー ドとい う概 念 を提 示 して い る。 機 能 子会 社 が

そ れ 自身 の バ ラ ンス ト ・ス コア カー ドの ほか に,親 会 社 との 関 連 性 を示 す リン ケ ー ジ ・ス コア カー

ドを作 成 す る こ とで,親 会 社 の 戦 略 とニ ー ズ に機 能 子 会 社 の 戦 略 を方 向 づ け る こ とが で き る。 リン

ケー ジ ・ス コア カ ー ドで は,親 会 社 の バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ドで選 択 され た尺 度 の うち,機 能 子

会 社 と関 連 性 が あ る尺 度 が選 択 さ れ るの で,機 能 子 会 社 は 自社 の 業 務 が 親 会 社 の 業 績 に与zる 影 響

を知 る こ とが で き,機 能 子 会 社 は グ ルー プ 本 社 の 戦 略 達 成 へ の 貢 献 度 を明 らか に し,自 らの 存在 価

値 を ア ピー ル す る こ とが で き る。

 第2は,リ ン ケ ー ジ ・ス コア カー ドな ど のバ ラ ン ス ト ・ス コ ア カー ドに関 連 した 付 表 を作 成 せ ず

8） シ ェアー ドサー ビス子会 社 につ いて,こ の問題 を解 決 す るため に以 下 の諸案 をこの他 に も指摘 して

 きた。

 1） トップマ ネ ジ メン トの積 極 的 な関与 の 必要性 （園 田[2003a]p.187） 。

 2） シェアー ドサー ビス子会 社 を,プ ロ フィ ッ トセ ン ター とせ ず に コス トセ ン ター と して管理 会 計上

 位 置づ け る （園 田[2003c]p.196） 。

9）Kaplan二Norton（[2001]pp.191-196） で述べ てい るの は,シ ェアー ドサー ビス ・ユ ニ ッ トに対す

 る リンケー ジ ・ス コアカー ドの適用 につ い てで あ るが,こ こでは それ を機 能子会 社 に置 き換 えて 述べ

 て い る。
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に,企 業グループに対する貢献度 を示す方法である。帝人 クリエイティブスタッフでは,バ ランス

ト・ス コアカー ドの作成こそしていないものの,帝 人グループ全体への貢献度を非財務的尺度によ

る測定値ではなく貨幣額により測定 している。すなわち,帝 人クリエイティブスタッフでのコス ト

削減額だけではなく,帝 人 クリエイティブスタッフの活動の結果減少 した帝人グループ各社のコス

トも,シ ェアー ドサー ビス導入の効果に含めている。 たとえば,帝 人 クリエイティブスタッフが帝

人グループの社宅やオフィスを効率的に管理することでそのコス トが削減 されれば,ど のグループ

会社がそのコス トを負担するのかに関係な く,帝 人 クリエイティブスタッフの活動の成果 として考

えるのである （園田[2003c]p.194） 。

VII.ま とめ と残 され た課題

 本稿 では,パ イオニアシェアー ドサー ビス㈱のケースを検討することで,機 能子会社にバランス

ト・スコアカー ドを導入することがマネジメン ト上有用であることを述べた。機能子会社 は単体で

は通常プ ロフィッ トセンター とされるが,グ ループ連結管理ではその役割からコス トセンター とし

て位置づけるのが妥当である。機能子会社がコス ト削減 と業務品質の向上 とい うトレー ド・オフの

関係にある目標を同時に達成す るためには,財 務の視点だけではなく,顧 客,業 務プロセス,学 習

と成長 という複合的な視点にっいて評価指標 を持つバ ランス ト・スコアカー ドによるマネジメント

が有用である。さらに,バ ランス ト・スコアカー ドを導入す ることで,そ れまで曖昧なままにされ

ていた機能子会社にとっての顧客 を,内 部顧客 として明確に位置づけることが可能になる。 また,

パイオニアシェアー ドサービスのように,通 常設けられる4つ の視点のほかに連結本社 の視点を設

けることで,機 能子会社のグループ経営における位置づ けを,グ ループ会社,特 にグループ本社に

アピールすることができる。

 このように,機 能子会社 にバ ランス ト・スコアカー ドを導入すると,さ まざまなメリッ トを期待

できるが,課 題がないわけではない。そのうちの1つ は,機 能子会社の存在はグループ戦略 との関

連性が薄いことが多いために,バ ランス ト・スコアカー ド作成の前提である戦略 を,各 視点にどの

ようにして展開 してい くのか を見定めるのが難 しいことである。企業グループの 目的として,通 常

は利益額や資本利益率などの利益に関係 した指標が選択されるために,企 業グループの戦略 もそれ

らの目標 を達成することを目指 して策定される。そのような戦略を実行す るときには,コ ス ト削減

よりは 目標売上高の達成のほ うが重視 される傾向にある。ここで目標 となる売上高は連結上の売上

高であるので,グ ループ戦略 と密接 な関係 を持つのは事業子会社であり,機 能子会社ではないこと

になる。 コス トを削減することで利益 も増加するので,機 能子会社 もグループ 目標の達成 とは無関

係ではないが,戦 略 との関係性は事業子会社のほ うが大 きい。 この結果,機 能子会社では,戦 略 と

の関連性がない単なるスコアカー ドが作成される恐れがある。
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 今後の課題 として,機 能子会社のバランス ト・スコアカー ド導入事例 をより多 く検討することで,

上記で述べたような導入のメ リットや戦略との関係性についてさらなる検討を加える必要がある。

さらにその結果にもとつ いて,機 能子会社に移行す る前の組織である本社管理部門に対するバラン

ス ト・スコアカー ドの適用について も検討することを考 えている。
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